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ソーシャルデザインから見た大学の地域連携活動
―大学の地域連携活動のあり方に関する一考察―

山岡　義卓

　大学には教育、研究のほかに社会貢献の役割がある。各大学がそれぞれの方法でこの役
割を果すべく地域連携活動等に取り組んでいるが、その機能や成果は社会の側から見れば
未だ不十分であり、より一層の取り組み強化が求められている。一方、昨今、営利ではな
く社会的課題の解決を目的としたソーシャルビジネスと呼ばれる事業が広がりを見せてい
る。ソーシャルビジネスと大学の地域連携活動はいずれも社会貢献を目的とする等共通点
も多い。そこで、ソーシャルビジネスの事業設計や運営に用いられるソーシャルデザイン
の考え方を大学の地域連携活動に適用することを試みた。ソーシャルデザインの考え方か
らは、公共の利益に結びつくこと、人の繋がりが育まれること、継続的な活動であること
等8つの要件が導かれ、これらの要件を大学の地域連携活動に適用することにより、社会
貢献に繋がる可能生を高めることが期待できると考えられた。

キーワード： 産学連携　地域連携　ソーシャルデザイン　ソーシャルビジネス　社会貢献

１．はじめに
　大学には教育、研究に続く３つめの機能として、
社会貢献がある。このことは、2006年12月に改正
された教育基本法に「大学は、学術の中心として、
高い教養と専門的能力を培うとともに、深く真理
を探求して新たな知見を創造し、これらの成果を
広く社会に提供することにより、社会の発展に寄
与するものとする。」（同法第七条）と明記されて
いるところである。大学の社会貢献の役割につい
ては、同法改正前の2002年に制定された「知的財
産戦略大綱」１）において、大学には研究成果を
社会に還元する体制が整備されていないことを指
摘したうえで、産学官連携システムの確立を求め
ており、さらに、同年の知的財産ワーキンググルー
プ報告書２）では、「・・・大学においては、人間
社会にとっての普遍的存在であると同時に時代と
ともに生きる社会的存在として、教育と学術研究
という従来からの基本的使命に加え、社会へのよ

り直接的な貢献をいわば「第三の使命」として位
置づけ、正面から取り組んでいくことが必要であ
る」と明言している。さらに2005年の中央教育審
議会「我が国の高等教育の将来像」（答申）３）に
おいても、「大学は教育と研究を本来的な使命と
しているが、同時に、大学に期待される役割も変
化しつつあり、現在においては、大学の社会貢献

（地域社会・経済社会・国際社会等、広い意味で
の社会全体の発展への寄与）の重要性が強調され
るようになってきている。当然のことながら、教
育や研究それ自体が長期的観点からの社会貢献で
あるが、近年では、国際協力、公開講座や産学官
連携等を通じた、より直接的な貢献も求められる
ようになっており、こうした社会貢献の役割を、
言わば大学の「第三の使命」としてとらえていく
べき時代となっているものと考えられる。」と述
べている。
　こうした方針を具現化するための施策として、
政府は2003年度から2007年度にかけて知的財産
本部整備事業等により、各大学が社会への貢献を
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実現するための体制整備や人材育成を推進してき
た４）。
　これらの政策に呼応し、各大学では、産学官連
携や地域連携、社会連携といった名称を冠した組
織を設置し、体制を整備し、産学連携研究や知的
財産のライセンス、地域との共同によるプロジェ
クトやプログラムの実施等（以下、「地域連携活動」
と言う）（注釈１）を推進してきた。
　しかしながら、このたび2012年６月に文部科学
省が発表した「大学改革実行プラン～社会の変革
のエンジンとなる大学づくり～」５）においては、
これまでの大学の取り組みを「大学の教育研究
が、社会の課題解決に十分応えていない」、「学生
が大学で学んだことが、社会に出てから役立って
いない」、「地域と教員個々人のつながりはあって
も、大学が組織として地域との連携に臨んでいな
い」と批判し、今後、「大学等（短大・高専を含む）
が、地域の課題を直視して解決にあたる取組を支
援し、大学の地域貢献に対する意識を高め、その
教育研究機能の強化を図る」ことを目標に掲げた
取り組みとして「地域再生の核となる大学づくり
(COC (Center of Community)構想の推進」をする
としている。
　こうした経緯から読み取れることは、大学には
社会貢献の役割があり、知的財産戦略大綱が制定
された2002年頃以降、政策的な後押しもあり、各
大学がそれぞれの方法でこの役割を果すべく地域
連携活動等に取り組んできたものの、その機能や
成果は社会の側から見れば未だ不十分であり、よ
り一層の取り組み強化が求められているというこ
とである。すなわち、大学は社会貢献に関しては、
これまでどおりの取り組みでは不十分であり、新
たなステージに進まなければならない状況にある
と指摘されていると言えよう。
　一方、社会貢献ということに関して、昨今は営
利ではなく、社会的課題の解決を目的とした事業

（ソーシャルビジネス）を行う社会的企業が広が
りを見せている６）７）８）。
　これらの社会的企業は、地域コミュニティを再
構築するためのコミュニティカフェの運営や若者
の就労支援、ホームレスの自立支援、森林や水源
等の環境保全、フェアトレードの推進、伝統産業

の伝承と普及など、従来の民間の企業活動におい
ても行政の施策においても対応できないさまざま
な社会的課題をビジネスの手法により解決するこ
とを目指しており、主にNPO等の非営利活動団
体が担い手となっている。
　こうした事業を作り上げる際、あるいは、運営
する際に適用される考え方のひとつに、ソーシャ
ルデザインがある。ソーシャルデザインとは商業
デザイン（コマーシャルデザイン）の対として生
まれた概念であり、詳細は後述するが、「社会的
課題を解決するための概念（コンセプト）や方法
論、仕組み」のことである。
　大学の地域連携活動は教育研究活動として行う
ものでありビジネスではない。しかし社会貢献を
目指していること、非営利の活動であること、ボ
ランタリーな担い手がいること等両者の共通点は
少なくない（表１）。

表１　大学の地域連携活動とソーシャルビジネス
の比較

項目 大学の地域
連携活動

ソーシャル
ビジネス 共通点･相違点

活 動 の
目的

社会貢献 社 会 的 課 題
の解決

いずれも社会貢
献を目的として
いる。

活 動 の
種類

教育、研究 ビジネス 活動の種類は異
なる。

活 動 の
担い手

学生、教員 職員（専任･
非常勤）、ボ
ランティア

有償スタッフ（教
員、職員）とボ
ランタリーなス
タ ッ フ（ 学 生、
ボ ラ ン テ ィ ア ）
の混成で運営さ
れる。

活 動
テーマ

各 大 学 の 学
問 領 域 に 関
係 す る テ ー
マ

地域づくり、
福 祉、 環 境
等 地 域 課 題
に 関 係 す る
テーマ

いずれも幅広い
テーマを扱う。

収 益 に
対 す る
考え方

収 益 を 上 げ
る こ と を 目
的としない。

収 益 を 上 げ
る こ と の み
を 目 的 と し
ない。

いずれも収益を
あげることのみ
を目的としない。

　そうであれば、ソーシャルビジネスと同じよう
に大学の地域連携活動の設計や運営においても、
ソーシャルデザインの考え方を適用することによ
り、社会貢献に結びつく可能性を高めることがで
きないだろうか。しかしながら、管見の限りでは、
そのような論考はこれまで行われていない。
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　そこで、本論文では、大学の地域連携活動に
ソーシャルデザインの考え方を適用し、そのうえ
で、大学の地域連携活動が社会貢献を果たすため
には、どのような設計や運営が求められるのか考
察する。

２．大学の地域連携活動の分類
　本項では、ソーシャルデザインの考え方を大学
の地域連携活動に適用するに先立ち、まず、大学
の地域連携活動がどのようなものであるかを確認
するために、活動の性質と貢献のあり方の2つの
軸に基づき分類し、その全体像を俯瞰する。

２－１　２つの軸と４つの象限
　大学の地域連携活動には、産学連携研究や地域
課題の解決などをテーマとした実習授業、イン
ターンシップ等幅広い活動がある。しかし、どこ
までの範囲を大学の地域連携活動と位置付けるか
についての普遍的かつ明確な定義があるわけでは
ない。たとえば、大学が有する施設や設備を地域
住民に開放することや公開講座、さらには学生が
地域の企業等でアルバイトを行うこと等も見方に
よっては地域連携活動と言えなくない。ただし、
ここでは議論をわかりやすくするために大学の教
育研究活動のみを扱うこととし、地域連携活動を
ひとまず「地域社会との連携
により、大学が主体的に行う
教育研究活動」と定義する。
すなわち、前述の施設開放や
公開講座、アルバイト等は対
象としない。ただし、この定
義も十分厳密ではなく、たと
えば、ゼミ活動から派生した
学生独自のプロジェクトや教
員や大学を通じて紹介を受け
たボランティア活動、サーク
ル活動などは、この定義では
どちらとも判断が付かない。
しかし、本項の目的はあくま
でも大学の地域連携活動を俯
瞰することにあり、あいまい

な要素を含むことを承知のうえで論を進める。
　まず、地域連携活動の性質、すなわち教育活動
であるのか研究活動であるのかをひとつの軸とす
る。次に、貢献のあり方、すなわち学外への影響
を通じた貢献なのか、学内への影響を通じた貢献
なのかをもうひとつの軸とする。学外への影響は、
企業や自治体、地域住民などに対する成果の還元
等が考えられる。学内への影響は、教育研究活動
の充実や高度な研究成果や知的財産の蓄積などが
考えられる。なお、学内への影響と言うと社会貢
献ではないと感じるかもしれないが、たとえば、
教育研究活動の充実が有為な人材の輩出に繋がる
ことや、研究成果の蓄積が科学技術の進展に貢献
することなどを意味する。以上により、大学の地
域連携活動を、「教育」－「研究」と「学外への
影響」－「学内への影響」の２つの軸に基づき分
類すると図１のようになる。
　この分類に基づき、いくつかの具体的な活動を
あてはめると次のようになる。

（１） 受託研究や共同研究
　連携企業等に成果を還元することを目指す研究
であり、主に象限①に該当する。大学にとっては
研究費や研究資源が得られることから学内への影
響もあり、学生が研究の担い手となれば、教育的
な活動に該当する可能性もある。

図１　大学の地域連携活動の分類

研究的 教育的

学外への影響

学内への影響

象限①

象限②

象限③

象限④

受託研究

共同研究

課題解決型

実習授業

インターン

シップ知的財産の

ライセンス

社会人を講師に

行う授業



－ 104 －

ソーシャルデザインから見た大学の地域連携活動4

（２） 地域課題の解決などをテーマとした実習授
業等の教育プログラム

　学生の成長に資する機会であり、かつ地域課題
の解決を目的としていることから主に象限③と象
限④に該当する。テーマによっては研究的な活動
に該当する可能性もある。

（３）インターンシップや実習生の受け入れ
　教育活動であり学生の成長に資する機会である
ので象限④に該当する。単なる実習にとどまらず
企業の課題解決等により成果を還元できれば学外
への影響も期待できる。

（４）企業や地域社会で活躍する社会人を講師等
に招いて行う授業

　教育活動であり学生の成長に資する機会である
ので象限④に該当する。

（５）知的財産のライセンス
　研究成果を社会に還元し、同時に大学はライセ
ンスフィーを得ることから、主に象限①と象限②
に該当する。
　この分類によれば、たとえば、同じ受託研究で
あっても資金獲得に重きがある研究は下側（学内
への影響）に位置するであろうし、また、学生が
研究を担うことにより研究者育成という意味合い
を持たせれば右寄り（教育的）にシフトすること
になる。また、地域課題の解決などをテーマとし
た教育プログラムにおいても、学生にプロジェク
トマネジメントを学ばせる機会と考えれば、右寄
り（教育的）に位置し、プロジェクトの成果に研
究的価値を見出すのであれば左寄り（研究的）に
シフトする。

２－２　４つの象限を統合する評価軸はあるか？
　それでは、これら４つの象限を統合し、社会貢
献の程度の指標となるような軸（「教育」－「研
究」軸をx軸、「学外への影響」－「学内への影
響」軸をy軸とした場合のz軸）はあるのだろうか。
あるとすればどのような軸であろうか。
　たとえば、受託研究であれば、委託元企業にお
ける成果の活用が指標となるだろう。確かに、成
果が活用されれば社会貢献度は高いと言えよう。
しかしながら、活用できなくとも科学技術の進展
に寄与するような研究はあるだろうし、あるいは、

研究者の育成や研究レベルの向上に寄与するとい
う貢献も考えられる。また、同じように地域課題
の解決をテーマとした教育プログラムにおいて
は、学生の成長度が指標になると考えられる。し
かし、学生の成長がわずかであっても活動自体が
大きなインパクトを与えることはあるだろうし、
一方で直接的に課題解決にならなくとも関係者の
意識の変化が長期的には課題解決に繋がっていく
こともあると考えられる。
　そのように考えると、「成果の活用」も「学生
の成長」も「課題解決の程度」も共通のz軸とし
ては不十分である。一方、「社会貢献度」という
ようなあいまいな指標をz軸に置くことはできよ
うが、たとえば、知的財産のライセンスと地域課
題の解決をテーマとした教育プログラムの両方の
社会貢献度を共通に測定することは困難であろう。
　以上のように大学の地域連携活動は、「教育」
－「研究」と「学外への影響」－「学内への影響」
という２つの軸により４つの象限に分類し俯瞰で
きるが、それぞれの活動の社会貢献の程度を共通
に評価できるz軸は直ちに見いだせない。実際に
地域連携活動を進める際には、活動ごとに目的や
目標を設定することになるが、もし、共通に用い
ることのできるz軸があるのであれば、今後、大学
が地域連携活動を推進する際には有用となろう。
　以下に、そのような期待を込めつつ、ソーシャ
ルデザインの概念を紹介し、この考え方に基づき
大学の地域連携活動を考察する。

３．ソーシャルデザインと大学の地域連携
３－１　ソーシャルデザインとは
　ソーシャルデザインは商業デザインの対になる
考え方である。商業デザインは、商品の販売を目
的とし、ソーシャルデザインは、社会的課題の解
決を目的とする。ただし、ソーシャルデザインに
明確な定義があるわけではない。たとえば、ソー
シャルデザインをキーワードに掲げたウェブ・マ
ガジンGreenz.jpを運営する特定非営利活動法人
グリーンズは、ソーシャルデザインを「社会的な
課題の解決と同時に、新たな価値を創出する画期
的な仕組みをつくること」９）としている。また、
社会貢献事業のプロデュースなどを行う特定非営
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利活動法人カット・ジェーピーでは、「「社会課題」
を解決するための仕組み」10）としている。さらに、
ユネスコによるソーシャルデザインのためのソー
シャル・ネットワーキング・サービス（SNS）サ
イト「DESIGN21」では、ソーシャルデザインを

“design for the greater good”（大きなよいこと
のためのデザイン）11）と説明している。
　このようにソーシャルデザインという言葉はさ
まざまな意味で用いられているが、これらの事例
を見渡せば、およそ「社会的課題を解決するため
の概念（コンセプト）や方法論、仕組み」と捉え
ることができる。
　現在に繋がるソーシャルデザインの考え方は、
2000年に米国のデザイン雑誌「ADBUSTERS」
が「クリエーターはモノを売るために自分の能
力を浪費するのではなく、もっとソーシャルな
ことに能力を使うべきである」という趣旨の宣
言をしたことに端を発すると言われている。日本
国内では2001年に株式会社博報堂が雑誌「広告－
Future Social Design」において「広告からソー
シャルデザインへ」をテーマに掲げ、その概念が
紹介され、普及していった12）。
　ソーシャルデザインを具現化した具体的な事例
としては、次のようなものが挙げられる９）。

（１）ゴールデンフック（Golden Hook）
　編み物好きのおばあちゃんの手作りの作品を
オーダーできるフランスのウェブサイト。作り手
であるおばあちゃんは無理のないスキルでお金を
稼ぐことが出来、また、自分の手製のニットを買っ
てもらえることで喜びを感じる。買い手はおしゃ
れな編み物商品を手に入れることができ、高齢者
との交流もできる。

（２）まちの保育園／東京都認証保育園
　町ぐるみで子どもを育てることを目指した東京
都練馬区等における取り組み。お年寄りや社会人、
学生などさまざまな立場の人がボランティアとし
て保育に参加する。保育を受ける子どもにさまざ
まな可能性が開かれるだけでなく、町の人たちも
保育を通じて繋がり、活発になっていく。

（３）学園坂タウンキッチン
　主婦があいている時間を利用して惣菜等の製造
販売を行う東京都小平市における取り組み。子育

てが一段落した主婦が有効に時間を活用でき、地
域の人たちは「おふくろの味」を得ることができ
る。コミニュティスペースも併設し、地域の人同
士の交流も促進される。
　一般的には、こうした活動がソーシャルデザイ
ンの考え方に沿った活動と考えられている。こう
した具体的な活動の設計や運営にあたって留意す
べき点は、従来の商業デザインの考え方とは異な
る。この点について、池田は８つの項目をあげて
両者を対比して説明している（表２）12）。
　以上を踏まえて、次にソーシャルデザインの視
点から大学の地域連携活動を見る。

３－２ ソーシャルデザインの視点から見た大学
の地域連携活動

　前述の商業デザインとソーシャルデザインの比
較においてあげられた８つの項目をそれぞれ要件
の形に変換し、どのような活動であれば要件を満
たせるのか確認する。

（１） 目的　－クライアントの利益ではなく、公
共の利益に結びつくこと

　クライアント（＝企業等）に利益があっても社
会全体にマイナスになるような研究等であっては
ならない。教育プログラムにおいては教育活動の
充実が課題解決や人材育成など公共の利益に繋が
るように設計する。

（２） メディア・繋がり　－人の繋がりが育まれ
ること

　成果を残すことのみを目的とした研究やプロ
ジェクト単位の人間関係ではなく、学生、教員、
関係者との間に有機的なつながりが生まれるよう
な活動にすべく配慮する。

（３） 時間的性質　－継続的な活動であること
　一回限りのイベントにしないように工夫する。
予算やメンバーの関係上、当初より継続が困難と
予測される場合には、あらかじめ継続していくた
めの方策を検討したうえで進める。

（４） デザイナーの立場　－大学や学生が当事者
として関わること

　教員や学生が部外者として関わるのではなく、
チームの一員であるという自覚をもって参加す
る。そうすることにより、自分自身の課題として
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本気で向き合うことができる。
（５） 情報の取り扱い　－情報が占有されず、開

放されること
　成果が広く社会に活用されるような道筋を用意
する。受託研究やライセンス等はそもそも情報の
占有を目指して実施されることも多いが、そのよ
うな場合も、企業等の事業活動を通じて、便益が
社会に還元されるよう配慮する。

（６）知の取り扱い　－知を創りだし、醸成する
こと

　研究等の活動を通じて得られる新たな知見や情
報を意識し、顕在化させる。複雑なことや曖昧な
ことは出来るだけそのまま受け入れ、無理に単純
化しない。

（７）構造　－情報や便益が独占されないこと
　研究等の活動の成果が特定の当事者に独占され
ることなく、公共の財産として活用できるよう配
慮する。

（８） 活動のあり方　－運動性のある活動である
こと

　自ら動いていく活動になるよう工夫をする。た
とえば、プロジェクトの中の話し合いから新たな
テーマを設定できる機会を設けたり、外部からの
刺激を得られるような機会を設けるなど。
　大学の地域連携活動においては、こうした点に
留意することでソーシャルデザインの考え方に合
致した性質を付与することができると考えられる。

３－３ 具体的事例にみる地域連携活動のソー
シャルデザイン的性質

　次に、本学で実施している２つの地域連携事例
について上記８つの項目がそれぞれどのように適
用できるかを確認した（表3）。

【事例１】
　2011年度と2012年度の２年にわたり、A町の商
工団体からの受託研究として同町の特産品を用い
た商品開発研究を実施。研究室に所属する学生が
卒業研究のテーマとして担当した。商品の提案の
ほか、地元のイベント等に参加し、アンケート調
査や活動のアピールを行った。

表２　ソーシャルデザインと商業デザインの比較

項目 ソーシャル
デザイン

商業
デザイン 解説

目的 公共の利益 得意先の利益 商業デザインはクライアントの利益をあげるために行うが、ソー
シャルデザインは公共の利益のために行う。

メディア、繋がり ネットワーク マスメディア 商業デザインはできるだけ多く広く網をかけることを考えるが、
ソーシャルデザインはマスメディアではなく、ネットワークでつな
がろうとする。

時間的性質 継続的 断続的 商業デザインでは単発で仕事をして終わらせて、また仕事をするこ
とが求められるが、ソーシャルデザインは持続的であることが求め
られる。

デザイナーの立場 当事者 傍観者 商業デザインに関わる人間は、傍観者的な立ち位置が求められるが、
ソーシャルデザインでは当事者として自ら泥をかぶって行うことが
求められる。

情報の扱い 情報の開放 情報の占有 商業デザインは情報を自分たちだけが持つことによって優位性を
保っていたが、ソーシャルデザインは情報をオープンにし、みんな
に知ってもらおうとする。

知の扱い 知の醸成 知の解体 商業デザインはマスを使ってわかりやすくする方向に進むため、知
そのものが崩壊していたが、ソーシャルデザインは知を創り出し、
醸成していく。

構造 フラット ピラミッド 商業デザインはピラミッドの頂点にある者が全ての情報を握り、下
にいる者には断片的な情報しか届かないような構造を作るが、ソー
シャルデザインは階層を生まず、フラットにし、みんなに知っても
らおうとする。

活動のあり方 ムーブメント
／出来事

キャンペーン
／イベント

商業デザインの活動はイベントあるいはキャンペーンであり、一つ
の区切りの中で収支が出てまた次のビジネスの機会を作っていく。
ソーシャルデザインの活動は、何かが生まれてそれが成長していく
イメージを伴う出来事であり、また、運動性のあるムーブメントで
ある。

文献12）に基づき筆者が作成
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【事例２】
　2011年度と2012年度の２年にわたり、B地域の
商工団体からの受託研究として、同地域に伝わる
伝統的家庭料理の再現と普及を目指したプロジェ
クトを実施。教員と学生有志が再現レシピの作成
や地元のイベントでの試食会、料理教室等を実施
した。
　なお、両事例は、いずれも企業ではなく商工団
体との連携であり、また、２年間にわたり実施し
ており今後も継続が予定されていることから、少
なくとも公共性と継続性の観点においてはソー
シャルデザインの考え方に合致すると考えられた
ことからここに取り上げた。
　表３のように、これら２つの事例は、まだ工夫
すべき点が多くあるものの、ソーシャルデザイン
の考え方に合致する部分も多く、両事例のような
設計や運営を行うことにより、大学の地域連携活
動においてもソーシャルデザインの要請する項目
を満たすことができると考えられる。

４．ソーシャルデザインの考え方に沿った地域連
携活動の可能性

４－１ 地域連携活動の指標としてのソーシャル
デザイン性の可能性

　前章においてソーシャルデザインの視点で大学
の地域連携活動を見たところ、ソーシャルデザイ
ンの要請する項目を大学の地域連携活動に適用で
きる可能性があると考えられた。
　そうであれば、ソーシャルデザインは社会的課
題の解決を目指したソーシャルビジネスの設計や
運営に適用されることから、大学の地域連携活動
においてもソーシャルデザイン的な性質を有する
か否かが社会貢献を目指す際のひとつの指標（第
２章で論じたz軸）になると考えられる。この指
標を仮に「ソーシャルデザイン性」と呼ぶとすれ
ば、大学の地域連携活動の設計や運営において
ソーシャルデザイン性を高めるような工夫をする
ことにより、社会貢献に繋がる可能性が高まり、
望ましい活動になると考えられる。改めて以下に
ソーシャルデザイン性を高めると考えられる８つ
の要件を記載する。

（１）公共の利益に結びつくこと
（２）人の繋がりが育まれること
（３）継続的な活動であること

表３　地域連携活動のソーシャルデザイン的性質
項目 要件 事例1 事例2

目的 公共の利益に
結びつくこと

提案したレシピに基づき地元企業により
商品化されている。

再現レシピを参考に同地区内の飲食店で
販売されている。料理教室等を通じて地
域交流等が促進された。

メディア・繋がり 人の繋がりが
育まれること

イベントへの参加や打ち合わせを通じて
地域の人たちとの繋がりが生まれてい
る。ただし、年度が変わると学生が入れ
替わってしまうため継続性がない。

イベントへの参加や打ち合わせを通じて
地域の人たちとの繋がりが生まれてい
る。2年生から参加している学生もおり、
関係性は継続している。

時間的性質 継続的な活動
であること

2年間実施し、今後も継続予定。ただし、
担当する学生は毎年入れ替わる。

2年間実施し、今後も継続予定。担当す
る学生の中には継続して参加している学
生も多い。

デザイナーの立場 大学や学生が
当事者として
関わること

打合せ等で学生自らが発言したり、地域
イベントに参加することにより当事者意
識を醸成している。

地域イベントに参加することや料理教室
の運営を学生が行うこと等により当事者
意識を醸成している。

情報の取り扱い 情報が占有さ
れず、開放さ
れること

イベント等において情報発信している。 イベントやパンフレット等により情報発
信している。

知の取り扱い 知 を 創 り だ
し、醸成する
こと

地元特産の食品素材や未利用資源等に目
を向ける機会となっている。

これまであまり意識されていなかった地
域の食文化を振り返るきっかけとなって
いる。

構造 情報や便益が
独占されない
こと

得られた成果は商工団体を通じて地域の
関係者に開放されている。

得られた成果は商工団体を通じて地域の
関係者に開放されている。

活動のあり方 運動性のある
活動であるこ
と

テーマとする素材を年度によって変える
など、さまざまな人が関わることができ、
活動が広がっていくような工夫をしてい
る。

初年度は再現、2年目は普及という形で
少しずつ発展している。
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（４）大学や学生が当事者として関わること
（５）情報が占有されず、開放されること
（６）知を創りだし、醸成すること
（７）情報や便益が独占されないこと
（８）運動性のある活動であること
　この要件に基づけば、たとえば、受託研究では、
研究関心や研究費の多寡よりも、公共性のある
テーマであるか、どのようなメンバーがどのよう
な関係性で参加するのか、大学側が主体的に関わ
ることができるのかといったことが、また、地域
課題の解決などをテーマとした教育プログラムに
おいては、テーマの公共性、運動性を意識してプ
ログラムを設計できるかといったことが大学とし
て取り組む際の重要な判断指標になるだろう。

４－２ 社会貢献を目指した地域連携活動
　前述のとおり、大学は社会貢献のためにそれぞ
れの形で地域連携活動を進めてきたが、未だ十分
とは見られていない。今後、大学が社会貢献の使
命を全うすべく地域連携活動を進めるにあたって
は、たとえば、図１のいずれの象限の活動を重視
するかということではなく、あるいは、研究費
の多寡や学生の受け入れ人数、教育プログラムの
充実等の個別の指標により判断するのでもなく、
ソーシャルデザイン性を指標として評価していく
ことが有効であると考えられる。ただし、ソーシャ
ルデザイン性は確立された指標ではなく、また、
定性的かつ複合的であることから、数値化による
評価や管理には馴染まない。そのような性質の指
標であることを理解したうえでの活用が必要であ
ろう。

注釈１
　大学が地域や社会と連携して行う活動は、産学
連携、産学官連携、社会連携、地域連携などさま
ざまな呼称が充てられている。大学によりその実態
に合わせた名称が採用されていると考えられるが、
本学においては「地域連携」という呼称を採用して
おり、本論文においては、混乱を避けるためにこれ
らの活動を一括して地域連携活動と呼ぶ。
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